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税制の要件を満たす「組織再編成」によって、保有する X 株と Y 株を交換



























年度 取引 市場価格 基準価格 実現利益 認識利益 不認識
利益
税額
甲 X株 購入 40 40 ─ ─ ─ ─







60 0 60 0




年度 取引 市場価格 基準価格 実現利益 認識利益 不認識
利益
税額
甲 X株 購入 40 40 ─ ─ ─ ─
乙 X株 売却 100 40 60 60 0 60×20％
＝12
Y株 購入 88 88 ─ ─ ─ ─



























































































































































































要件 (ⅰ）100％ (ⅱ）50％超 (ⅲ）共同事業




































































































































































































(74) Gregory v. Helvering, 293 U. S. 465 (1935), Commissioner v.Morris Trust, 367 F. 2d 794
(4th Cir. 1966) など、アメリカでは多くの事件が存在する。
(75) 岡村忠生「前掲論文（注72）」32〜33頁。
(76) 岡村忠生「前掲論文（注72）」33頁。
(77) See Bittker& Eustice, Federal IncomeTaxation of Corporations& Shareholders, 11. 06
[1] (7th ed. 2006) and 2011 Cumulative Supplement.
(78) 岡村忠生「前掲（注72）」33頁。岡村教授は、分割税制の濫用の検討は、法人段階に
おける譲渡益課税だけでなく、株主段階でのベイル・アウトを問題にすべきと述べる。
